
６川健障施第 1183 号  

令和６年 10 月 30 日  

短期入所・通所系指定障害福祉サービス事業者 管理者様 
 

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課長 

 
   令和６年度報酬改定に係る食事提供体制加算の取扱いについて（通知） 
 

日頃から、本市障害福祉事業施策に御尽力いただき、ありがとうございます。 

食事提供体制加算については、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定により、「障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉

サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（以下「国告示」という。）において、食事提供時にお

ける栄養面を評価する観点から、献立作成に管理栄養士等の関与が必要となりました。 

ついては、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上

の留意事項について」（平成 18年 10 月 31 日障発第 1031001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

長通知）及び「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆ＡVOL.５」を踏まえ、本市にお

ける取扱いについて、次のとおり示しますので、各事業者においては適切に御対応いただきますようお

願い致します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
１ 食事提供体制加算の算定のための献立の作成、内容に係る取扱い[注１] 

(1) 事業所・施設内の調理室を使用して調理し、提供する場合 

ア 原則、管理栄養士等を事業所に配置（雇用）し、献立の作成や内容確認等を行うこと。 

イ 同一法人内で複数事業所がある場合は、法人内に１名管理栄養士等を雇用し、その管理栄養士

等が、各事業所の献立の作成や内容確認等を行うことは可能とする。 

ウ 各都道府県の栄養士会が設置する栄養ケア・ステーション[注２]や、日本栄養士会が認定する

認定栄養ケア・ステーションへ個別に相談し、献立の内容確認を行うことも可能とする（ただし、

相談等については有料となるため留意）。 

[注１]：本市の保健所において、食事提供や栄養・調理等に関する一般的な指導は行いますが、食事

提供体制加算の算定に係る個別の献立の作成及び内容確認は行いませんので、御留意くださ

い。 

[注２]：神奈川県栄養士会が運営する栄養ケア・ステーションへの依頼方法については、別紙１ 

のとおりとなります。 

国告示の内容（生活介護より引用、詳細は別紙３参照） 
（１）当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士が食事の提供

に係る献立を確認していること。（※令和６年９月３０日までは経過措置） 

（２）食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。 

（３）利用者ごとの体重又はＢＭＩ（次の算式により算出した値をいう。以下同じ。）をおおむね 

６月に１回記録していること。ＢＭＩ＝体重（kg）/身長（m）² 



(2) 外部業者と委託契約を締結し、施設外で調理されたものを提供する場合 

委託業者において、献立の作成や内容確認を管理栄養士等が行っていること。なお、算定に当た

っては別紙２を御参照ください。 
 
２ 今後の届出等 

令和６年 10 月１日から本加算の算定要件を満たしていない場合（今後、栄養ケア・ステーション

に献立確認を依頼する場合も含む）においては、２(1)のとおり、本加算の取下げの届出を行ってく

ださい。また、今後の介護給付等の請求（10 月提供分）についても御注意ください。 

なお、引続き要件を満たすため、継続して算定する場合において、届出は不要といたします。また、

今後新たに食事提供体制加算を算定する場合は、２(2)のとおり、御対応ください。 

 
(1) 本加算の算定要件を満たさない場合 

ア 提出書類（①～②） 
①介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書（以下「体制届」という。） 
・体制届 様式第１号「変更の概要」欄に、食事提供体制加算取下げの旨を記載してください。 
・体制届 様式第１号「変更年月日（加算算定適用年月日）」欄に、食事提供体制加算取下げの

適用初月を明記してください。 
   ②別紙１ 
    ・「食事提供体制」欄の「１ なし」を選択（○）し、適用開始日を記載ください。 

イ 提出方法 
○郵送の場合 
〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１番地 

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課事業者指定担当 宛 
○持参の場合 
川崎市川崎区宮本町１番地 
川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課事業者指定担当（川崎市役所本庁舎12階） 

※ＦＡＸ、メールでの御提出は受付いたしません。 
ウ 提出期限 

令和６年 11 月 15 日(金)まで 

 

(2) 新たに本加算を算定する場合（12 月以降分から） 

ア 提出書類（①～⑤） 
①体制届 
・体制届 様式第１号「変更の概要」欄に、食事提供体制加算算定の旨を記載してください。 
・体制届 様式第１号「変更年月日（加算算定適用年月日）」欄に、食事提供体制加算算定の適

用初月を明記してください。 
   ②別紙１ 
    ・「食事提供体制」欄の「２ あり」を選択（○）し、適用開始日を記載ください。 
   ③別紙２－２ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

・事業所内で調理を行う場合、事業所内で調理業務を行う職員（調理員）については、生活支



援員等と区別して記載してください。 
   ④別紙３ 人員基準適合確認シート 

⑤別紙６ 食事提供体制加算に関する届出書 
 必要な書類 備考 

事業所又は法人に管理

栄養士等を配置（雇用） 
管理栄養士等の資格証の

写し 

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

（別紙２）にも管理栄養士等の氏名を

入れること 

外部業者との委託契約 業務委託契約書の写し 

業務委託先の管理栄養士等の有無につ

いては必ず確認のうえ、別紙６（食事

提供体制）「委託業務内容」欄に記載す

ること 
 

イ 提出方法 
○郵送の場合 
〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１番地 

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課事業者指定担当 宛 
○持参の場合 
川崎市川崎区宮本町１番地 
川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課事業者指定担当（川崎市役所本庁舎12階） 

※ＦＡＸ、メールでの御提出は受付いたしません。 
ウ 提出期限 

届出が毎月 15 日以前になされた場合には翌月から、16 日以降になされた場合には翌々月から

算定を開始することとなります。 

・毎月１日～15 日までに提出  ⇒ 翌月のサービス提供分から適用 

・毎月 16 日～月末の提出    ⇒ 翌々月のサービス提供分から適用 

※ 15 日が閉庁日の場合は、その直前の開庁日までに提出。 

 

３ 国告示について 

  別紙３を参照ください。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

問合せ先 
障害者施設指導課事業者指定担当 
電話：044（200）2927 
FAX：044（200）3932 


